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国による現物債の消滅時効の援用が権利の濫用となるか
今村法律研究室長（専修大学法科大学院教授・弁護士）　矢澤 曻治
　本稿では，償還金請求事件にかかる国による国債の消滅時効の援用について，こ
れが権利の濫用となるかにつき検討する。
１　国債の保有形態の多様性と国債権者の保護の必要性
　１．国債の保有形態の多様性
　周知のように現在，国債は，様々な目的で発行されている。資金の使途別にいえ
ば，歳入債，繰延債，融通債である。その償還期限も，利付国債では，２年から30
年の期間があり，割引国債には，６ヵ月から５年のものがあり，多様である。
　本件に関連して重要となるのは，償還期限と共に国債の保有形態である。明治39
（1906）年４月11日に制定された法律第34号「国債ニ関スル法律」より国債の形態と
して採用されたのは，現物債（実際の紙の証券を保有する国債証券）と登録国債（国
債登録制度の下で保有される国債）である。1980年には，さらに，新たな形態として
国債振替決済制度に基づく振決国債が創設された。
　登録国債制度が導入された目的は，国債権者の権利保全であるということである。
日本銀行が登録機関として，登録国債の売買などに際し，譲渡人と譲受人の双方か
らの請求を受け，国債登録簿上で登録名義人の変更の事務などをおこなった。かく
して，現物債の受渡に伴う保管・搬送のコストや紛失・盗難のリスクを免れること
ができ，国債の発行や流通の確保の効率化を促進したのである。
　しかし，登録国債制度は，国債発行と流通量の肥大に伴い，国債の受渡が集中す
る日に膨大な件数の登録請求がなされることから，取引関係者から円滑な事務処理
の必要が求められてきた。この要請に応えたのが国債振替決済制度である。1980年
に創設された国債振替決済制度は，銀行や取引銀行が顧客から国債の寄託を受け，
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これを自己の保有する国債と合わせて日本銀行に再寄託しておき，国債取引に伴う
帳簿上の口座振替により行うためのものである。
　このように，国債の保有形態が国債の発行や流通量の肥大と円滑な事務処理の必
要に伴い多種・多様化したとはいえども，いずれの形態の国債においても，国債権
者等の権利を保護・保全する本来の目的は，維持されてきたし，今後も維持されて
しかるべきである。
　２．国債権者の保護の必要性と国による説明責任
　昨今では，国債は，さらに多様化している。多様な投資ニーズに即応した，スト
リップス債（2003年），個人向国債（2003年），物価連動国債（2004年）などである。
　上述のように，1906年以来の国債の償還期限および保有形態が多様に及ぶもので
あることに留意しなければならない。本件において，原告が国債を購入した平成３
（1991）年の前年の1990年３月当時のデータとして，振決国債のシェアーは既に約49
％に高まっていたのであり，実際に国債証券を保有しなくとも国債に関する権利を
主張することができる登録国債と現物債の根本的な違いが存在する。
　また，国債権者が機関投資家などに限らず，個人や企業などが顧客となる場合も
あり得ることから，国のみならず，参加者，登録機関また受寄機関たる日本銀行は，
国債の種別，保有形態ならびに償還期限につき，それらの異同について国債権者と
ならんとする者に十分その説明をなすべきである。
　しかるに，平成３（1991）年５月に，購入された割引国債たる現物債の法的性質に
ついて，被告から原告にいかなる説明がなされたかは不明である。発行国債のうち
現物債のシェアーがますます減少してきた（2000年当時のシェアー約0.6％）ことに
より，現物債を購入した国債権者が，現物債を他の形態の国債と同様な性質を有し，
同一の法的保護を受けうると誤信することも大いにあり得ることである。特に，個
人や企業の購入者が，現物債に関する現実の保持のリスクの存在に加えて，柔軟で
ない権利移転の不都合性，そして，消滅時効の問題などがあったことを自覚してい
ないことは容易に想起される所である。
　国は，券面上と大蔵省告示に償還期限が記載されていること，また，消滅時効の
完成時期も明記されていることから，消滅時効の完成時期を容易に知り得たと主張
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している。しかしながら，国債権者の保護に厚い他の形態の国債を採用しておきな
がら，現物債制度を残存させ，現物債権者だけに不利益な対応をすることは，やは
り信義則に反し，権利濫用の疑いを拭いきれない。
２　消滅時効制度の目的と理念
　１．「権利の上に眠る者は保護に値せず」などの消滅時効制度の根拠の虚弱性と
　　　虚構性
　⑴　国が消滅時効を援用しているので，その妥当性を検討すべく，まず，時効制
度の存在理由について一瞥する。
　　　その消滅時効の根拠としては，第１に，長年に渉る事実状態の尊重，第２に，
過去の事実の立証の困難性を救済すること，第３，「権利の上に眠る者は保護
に値せず」があるといわれる（内田『民法Ⅰ［第２版］補訂版』）（東京大学出版会，
2001年）304頁以下）。
　　　しかし，第１の根拠に対しては，時効の要件として，長期間の事実状態が必
要とされているわけでもなく，法律関係を安定させる目的は，善意の第三者の
信頼保護たる取引の保護であろうが，第三者の信頼の有無も要件とされていな
い，との批判がある。第２の根拠に対しては，時効を主張する者が未弁済者で
あると判明しても，保護が与えられることの説明ができないとされる。第３の
根拠に対しては，債権者は権利の眠っているわけではないのに，権利消滅する
のは理不尽であるとの反論がなされている。
　⑵　このような民法学者による議論と共に尊重すべきは，比較法上における消滅
時効にかかる存在根拠の内容である。フランス法上の消滅時効制度の意義は，
消滅時効により証拠上の困難性を救済しようとするものであり，時効で消滅す
るのは，action であり，実体権でないとされる。そして，その援用については，
「時効制度は公益上の制度であるが，当事者の良心をも尊重し，これと調和せ
しめるため自動的にはその効果を生ぜしめないのだ」とされる（野田良之『注
釈民法 ⑸ 』（有斐閣，1967年）266頁）（下線は，矢澤）。また，ドイツ法については，
「消滅時効［制度］の狙いは，権利者から正当な権利を剝奪するということで
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はなく，おそらく理由がないと推測される請求権に対しては，その実体関係に
立ち入ることなく防御する手段を与える，という点にある。時効制度は，目的
のための手段であり，自己目的ではない」（岡本担『注釈民法⑸』266頁）（下線は，
矢澤）。英米法においては，消滅時効は出訴期限法で取り扱われるのであるが，
自己の権利侵害に対して時間の経過による裁判所に救済を求めることの遅延
（怠慢）につき，その責任が問われるのであり，期間経過後に弁済がなされた
としても有効である（早川武夫『注釈民法 ⑸』277-278頁）。
　　　これらの法比較からは，消滅時効制度がいかなる場合においても，すべて同
一の根拠で肯定されるのではなく，むしろ，個々の権利関係の性質，当該関係
にある当事者間の信頼関係，善意の第三者に及ぼす取引上の影響，当該権利関
係の立証の困難性の有無，当事者に求められる良心などの具体的な事情の考慮
に基づき，その援用の可否が検討されなければならないことが示唆される。
　⑶　国は，消滅時効を当然の権利として援用しているのであるが，援用の可否を
一刀両断的に判断することは適切ではない。むしろ，その消滅時効の制度趣旨
から，援用の正当性の有無を検討する必要がある。
　２．銀行預金債権と銀行の顧客への対応
　国による消滅時効の援用，および，その書証に対比して，原告たる国債権者が指
摘した銀行等における慣行が強調されなければならない。
　すなわち，いわゆる銀行では，「預金債権の消滅時効期間経過後も，時効を援用
せずに払戻に応ずるのが一般的取り扱いである」，「わが国では銀行に対し一般の信
頼が厚いので，時効の援用はこの信用にそぐわない」と指摘されている（東京高裁
昭和58年２月28日判決）。誠に，正鵠を得た指摘である。顧客との信頼関係を構築し，
その付託に答えるべき銀行としては，時間の徒過を理由として，顧客の権利を否定
することは，自ら信頼関係を破壊するに等しい，と理解されているということであ
る。
　国債に係る権利関係の存否が，現物債の保有につき疑念が生ずる余地は，ほとん
どあり得ない。したがって，預金債権以上に，顧客たる国債権者に対して消滅時効
を援用する根拠は乏しい。国が，そもそも個人たる国債権者との間に信頼関係は存
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在しない，また，必要でないという前提に立脚することには，根本的な誤りがある。
　３．民営化した日本郵政公社の預金債権は，どのようになるのであろうか。郵便
局は，2007年10月１日民営化した。国の主張の論理によれば，この期日の前後で，
消滅時効の援用の可否が変質するということになる。しかし，郵便局が国民との間
に有した関係とゆうちょ銀行が顧客に対するそれは，同質といわざるをえず，預金
の払戻に係る時効援用がこのように変質，急変する事はありえないはずである。
３　消滅時効の援用は，謙抑的であるべきこと
　１．国による消滅時効の援用は当然ではあり得ないこと
　財務省は，「国債等に関する情報」として，「国債Ｑ＆Ａ〜ご注意いただきたいこ
と」と題して，利払日や償還日から時間が経つと消滅時効が完成し，国債について
は元利金の支払が行われないことを明示する。
　しかしながら，国は，国債権者に対してそもそも圧倒的に優越的地位にある。ま
た，徴税権を有する立場にある。そして，租税債権については，公法上の金銭債権
として，その消滅時効期間を権利関係の早期安定をはかるべく，特別法によりそれ
を短縮するなどの立法をなす権限を有することも考慮しなければならない。公法上
の債権は，「時効の援用を要しない時効利益を放棄しえない」との特色も有するの
である。
　巷間で昨今問題となっている「宙に浮いた5,000万件」の年金給付および一時金
たる給付を受ける５年の消滅時効が厳格に権利として援用されたとしたら，いかな
る事態を招来するかを予知することに困難は要しないであろう。そもそも，消滅時
効の存在根拠とは，まさしく，そのようなものに他ならないのである。
　２．国債権者間の対応の平等を考慮すべきこと
　国債権者間の平等も考慮される必要がある。平成15年１月以降発行されている個
人向けの国債を含むすべての債務は，国債証券が発行されず，日本銀行の国債振替
決済制度が利用されている。この振替国債では，日本銀行や金融機関に設けられた
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振替口座簿上で，各国債の銘柄，保有者，保有額等が明らかにされ，その元本や利
子については，振替口座簿を管理する金融機関を通じて確実に支払われる。要する
に，振替国債については，元本や利子についての未払いは生じないし，消滅時効が
完成する余地がないのである。
　とするならば，国債振替決済制度の導入前の国債権者に対しても，国は，現物債
についても未払いが生じないように配慮しなければならない。同一の性質を有する
国債でありながら，その保有形態の違いで，債権そのものを喪失することを余儀な
くするべきでない。
　国債権者が国に対してあらゆる保有形態の国債権者間で実質的に同等な取扱いを
求めるのは当然であり，その付託に応えるのが国家の使命であるといわなければな
らない。
　３．前述した，教科書レヴェルと注釈書に見られた比較法上の消滅時効の根拠に
照らして，今一度，国による時効の援用の是非を検討する。
　第１の根拠たる長期間の事実関係の尊重であるが，国が現物債を占有・保有して
いるわけでもなく，国を真の権利者として保護すべき外観が存在していない。また，
善意の第三者の取引上の保護の要請であるが，国債権者たる原告が国債を保管して
おり，凡そ第三者の利益保護を考慮するには及ばない。
　第２の根拠とされるのは，時間の経過による立証の困難性についてである。国が
未弁済であることには，証拠法上，国の弁済の有無について疑問の余地は生じない。
　第３の根拠は，「権利の上に眠る者は保護するに値せず」の格言で象徴されるの
であるが，現物債権者たる原告が償還を請求しないからとはいえ，権利を放棄した
わけではない。このような場合において，現物債権者の権利消滅を肯定すべきでは
ない。
　フランス法上の消滅時効制度の意義は，貴重である。消滅時効制度は私益にかか
る制度でなく，当事者の良心を前提とした公益上の制度であるというのである。し
かも，この制度趣旨と調和するために，消滅時効は自動的にその効果を生じないと
した。本件では，国が資金を調達するために，国債を発行せざるを得なったのであ
る。財政の逼迫の事情で，個人を含む国債権者に投資を求めたのである。したがっ
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て，償還期限が徒過し，消滅時効が完成したとしても，国は，当初の発行目的を既
に成就しているのである。ここで消滅時効を援用する国に良心が存在するかを疑わ
ざるを得ない。財政の逼迫の理由で，「背に腹はかえられない」としても，銀行の
慣行と比較しても，消滅時効を援用する根拠は乏しいといわざるをえない。
　以上のように，消滅時効制度の根拠をつぶさに検討するならば，国が原告たる現
物債権者に権利として消滅時効を援用する根拠は極めて乏しいと思料される。
４　結論
　以上のように，具体的な事情を鑑みるに，国債の消滅時効を権利として援用する
ことには問題があることが明らかとなった。国債の公募は，そもそも国の巨大化し
た財政赤字を救済する目的で国民個人にも向けられたものである。国は，この要請
に応えて現物債を購入した原告に対して，たとえ消滅時効期間が徒過したとしても，
配慮すべき事情が存在するといわなければならない。
　にもかかわらず，国は，国債の保有形態から生ずる法的性質を奇貨として，国債
権者の平等な取扱いの要請に反して，国債権者との信義を損ってまで，また，国家
としての良心まで捨てて，国債の元本と利子につき不当な利得を得ようと画策して
いるとしか思われない。
　確かに，国に「背に腹はかえられない」財政事情があることを考慮しても，国債
の消滅時効を援用することは，国債権者との間の信義則に反するものであり，国債
の償還を拒否することは，権利の濫用にあたるといわざるをえない。
